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英国意匠法・特許法等の改正法が成立 

 

2 0 1 4 年 5 月 1 6 日 

JETRO ﾃﾞｭｯｾﾙﾄﾞﾙﾌ事務所 

 

英国ビジネス・イノベーション・技能省及び英国知的財産庁（UKIPO）は，5 月 15 日，

意匠法・特許法等の改正法（Intellectual Property Act 2014）が女王の署名を受けて成立し

た旨のプレス・リリースを行った。改正法は 2014 年 10 月 1 日に発効する予定。 

 

今回の改正は，特に中小企業を支援するため，意匠保護制度及び特許保護制度を平易に

して改善するための改正，知的財産の法的枠組みを明確化するための改正，並びに国際的

な及び欧州の知的財産制度の機能を改善するための改正から主に構成されている。 

 

UKIPO は，2011 年 5 月に公表された「知的財産と成長に関するハーグリーブス・レビュ

ー」の提言を受けて，意匠制度・特許制度の見直しに着手し，2013 年 5 月に意匠法・特許

法等の改正法案を議会に提出していた。その後，上下両院で約 1 年間にわたって審議が行

われていた。 

 

本改正の主な内容は，以下のとおりである。 

 

（特に中小企業を支援するため，意匠保護制度を平易にして改善するための改正） 

 英国又は共同体登録意匠権について，商業的に故意に模倣する行為を，刑事罰の対象

とする。 

 現在，特許の分野では，特許権の侵害又は有効性について，UKIPO に対して拘束力の

ない意見を求めることができる，オピニオン・サービス（Opinions service）の制度が導

入されているが，この制度を意匠の分野にも導入し，必要な規定を規則（regulation）

で定められるようにする。 

 無登録意匠権の例外について，私的な非商業目的の行為，試験目的の行為，及び教育

目的の行為に関して例外規定を設け，登録意匠制度及び共同体意匠制度と整合させる。 

 現行法では，英国登録意匠権の所有者の同意を得て意匠を使用する場合は，付随する

著作権の侵害にはならないが，この規定を共同体登録意匠についても拡大する。 

 先使用権の規定を導入し，共同体意匠に関する EU 規則と整合させる。 

 現行法では，意匠権が登録されていることを知らなかったことを証明した侵害者に対

しては，損害賠償の請求ができない。この規定を変更し，損害賠償の請求を可能とし

て，共同体意匠制度と整合させる。 

 現在，商標の分野では，庁の決定に対して，裁判所への上訴に加えて，アポインテッ

ド・パーソン（Appointed Person: 知財の分野で経験のある弁護士，弁理士等の中から大

法官により指名された者）へ上訴するルートが導入されているが，このルートを意匠
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の分野にも導入し，安価な選択肢を提供する。 

 

（特に中小企業を支援するため，特許保護制度を平易にして改善するための改正） 

 現行制度においては，特許権で保護されている製品であることを通知し，侵害者がそ

れを認識していたものとみなすために，自身の製品に特許番号をマーキングするオプ

ションを特許権者に提供している。これに加えて，特許製品と特許番号の対応を掲載

したウェブサイトへのインターネット・リンクをマーキングする方法も認める。 

 2005 年に導入されたオピニオン・サービス（Opinions service）の制度では，特許権の

侵害又は有効性（新規性・進歩性に関してのみ）について，UKIPO に対して拘束力の

ない意見を求めることができる。この制度を，特許権の存続期間を延長する補完的保

護証明書（SPC: Supplementary Protection Certificate）にも導入する。また，新規性・進

歩性以外の点でも意見が求められるように，本制度の適用範囲をより柔軟に規則（rule）

で定めることができるようにする。 

 

（知的財産の法的枠組みを明確化するための改正） 

 無登録意匠の定義を修正し，意匠のごく一部を根拠にして意匠権侵害の主張をするこ

とができないようにする。また，無登録意匠権が有効であるためには，当該意匠の分

野で陳腐(commonplace)なものであってはならないが，「陳腐」かどうかが問われる地理

的範囲を明確にする。 

 意匠権の原所有者について，第三者からの委託による創作の場合であっても，創作者

が原所有者になるようにして，共同体意匠に関する EU 規則と整合させる。 

 無登録意匠権を主張できる資格について，国籍や居所を問わず，EU において経済活動

を行っている者であれば資格を有するようにする。 

 

（国際的な及び欧州の知的財産制度の機能を改善するための改正） 

 意匠の国際登録に関するハーグ協定ジュネーブアクトへの加盟を可能とし，必要な規

定を命令（order）で定められるようにする。 

 2013 年 2 月に英国政府が署名した欧州統一特許裁判所協定について，これを実施する

ための規定を命令（order）で定めることができるようにする。 

 現行法の下では出願公開がなされるまで他庁に情報提供を行うことができないことと

されている先行技術調査・審査に係る情報を，出願公開がなされていない段階でも守

秘義務を課して他国の特許庁と共有できるようにする。 

 

（その他の改正） 

 現行法では，登録意匠の登録原簿の変更は，対応する無登録意匠に対して同様の変更

がなされることが条件となっているが，この規定を廃止し，共同体意匠制度と整合さ

せる。また，登録意匠の包袋情報をオンラインで閲覧することを可能とする規定を導

入する。 
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 情報自由化法（FOIA: Freedom of Information Act 2000）（公的機関に対して情報公開を求

める権利を認める法律）において，将来公開が予定されている継続中の研究プログラ

ムについて，情報公開の対象外とする例外規定を設ける。 

 

 

― 英国政府によるプレス・リリースは，以下参照 － 

New Act strengthens intellectual property rights for UK businesses 

― UKIPO によるプレス・リリースは，以下参照 － 

Intellectual Property Act 2014 

― 改正の概要は，以下参照 － 

Intellectual property bill – Overview by theme (PDF) 

― 議会での審議経緯は，以下参照 － 

Intellectual Property Act 2014 

－ 改正法案の議会への提出に関する欧州知的財産ニュースは，以下参照 － 

英国知的財産庁，意匠法・特許法等の改正法案を議会に提出（2013 年 5 月 21 日）（PDF） 

－ 「知的財産と成長に関するハーグリーブス・レビュー」に関する欧州知的財産ニュー

スは，以下参照 － 

英国政府，知的財産と成長に関するハーグリーブス・レビューに対し回答（2011 年 8 月 8

日）（PDF） 

英国知的財産庁, 「知的財産と成長」と題する報告書を公表（2011 年 5 月 21 日）（PDF） 

 

（以上） 

https://www.gov.uk/government/news/new-act-strengthens-intellectual-property-rights-for-uk-businesses
http://www.ipo.gov.uk/types/hargreaves/hargreaves-ipbill.htm
http://www.ipo.gov.uk/ipbill-overview.pdf
http://services.parliament.uk/bills/2013-14/intellectualproperty.html
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/pdf/20130521.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/pdf/20110808.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/pdf/20110808.pdf
http://www.jetro.go.jp/world/europe/ip/pdf/20110521.pdf

